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Whltley委員会が第一次世界大戦後の再建にかんする提案の中で，組織率の高い産業
にはすべて jointindusrial councilを，そして地区別には jointconsultationと工場委
員会も設置さるべきことを提案勧告したことについては，すでに述べた（小論「経営参加
論考」 (3)参照）。同委員会は，イギリスに後に展開された労働協議制 jointconsultation 
の重要な三つの原則を確立している。すなわち，団体交渉と労働協約による解決にはふさ
わしくないところの，使用者と労働組合，使用者と従業員にかかわる問題がたくさんある
こと。こうした問題が労使の協働によって処理されるべきこと。そして，工場内部の関係
が，ほとんどまたは完全に，労働協約の範囲外の問題にかんする協働に制限されるべきこ
と，これである。
この Whitley委員会の構想は第一次大戦当時において実現せず，現実のものとなった
のは，第二次世界大戦下においてであった。
第二次世界大戦によって，イギリスの労働組合は，かねて欲していたところのものを大
部分与えられた， といってよい。
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大戦下，すべての産業は，ある種の統制下におかれたが，•この統制を行なうに当って，
労働組合をして見解を述べさせるために機関が設置された。労働組合は労働省のNational
Joint Advisory Committeeおよび他の諸省に設置された同種の諮問委員会を通じて経
済政策に影響を及ぼす機会が与えられたし， 1940年， Churchill連立内閣に入閣した労働
者出身の EarnestB~vin の業績によって，公式討議における労働組合の発言権が大幅に
増大したからであるも
この第二次世界大戦は，職場の democracyに新たな高揚をもたらしていた丸職場の
雰囲気は，第一次大戦時に比べてずっとなごやかなものになっていたのである。すくなく
，ともヒットラーがソビエトに侵略して以後は，戦争のための努力と生産拡大に対するかな
， り一般的な支持があった。最も戦闘的であった共産党系の労働組合員が戦時生産増強運動
の中心的役割をはたすようになり， jointconsultationの再生にあたってもその先駆と
なった。 Whitley方式が一般的に採用されたのは，このような情勢下においてであった。
共産党は合同生産委員会 JointProduction Committeeの設置を要求し，最初のJl;'C 
は， 1940年下半期に自発的に作られた。軍需省の報告によれば， 1943年7月までに機械関
連産業の民間企業において， 250万人の労働者を擁する4169のJPCないしそれと同等の
機関があった丸
また1944年の労働組合会議 (TUC)の「戦後の再建にかんする中間報告」が，注目さ
れる。
同報告は，大戦が終って後の基礎産業の国有化にかんする労働運動の計画をのぺたもの＇
である。同報告は，産業が国有化された場合，その理事会には労働組合運動に幅広い経験
をもつ委員が含まるべきである，労働団体でえられた経験は理事であるための有力な資格
であるけれども，理事会に任命された労働組合の役員は，その労働組合に占めるいかなる
地位もしくは組合に対するいかなる責任をも放棄しなければならない，と勧告したもので
ある。この勧告には，以下の二つの理由があげられている丸
一つは，労働組合は経営からの完全な独立ー一交渉じ批判する権利—を保持しなけれ
1) Edited by Allan Flanders and H. A. Clegg, The Sy~tem of Industrial Relations 
切 GreatBrita切 (BasilBlackwell. Oxford, 1956) pp. 337~8. 
2) H. A. Clegg, The System of Industrial Relations切GreatBri'ta切 (BasilBlack-
well. Oxford, 1970) p. 186. 
3) Clegg, ibid., p. 188. 
4)アラン・フランダース著，西岡孝男訳「労働組合論」（未来社， 1974年） 183ペー ジ。
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ばならない，理事会の決定に労働組合代表が参加することによって労働組合が前もって妥
協せしめられるならば，その独立はあやういものとなるだろう，ということである。
その二は，国有産業の政策と支配にかんする管理は，究極的には，全体社会の代表とし
ての議会によって，そして直接的には，公共の利益以外の要因によって拘束されない個人
によって行われなければならない，ということである。
ではいかにして，労働組合はその独立をそこなうことなく労働者の影響力を産業の政策
と目的に拡大するという目的を満足せしめうるか， TUC総評議会は，戦時におけるJP
Cの価値がすべての面で認識されていることに注意を喚起する。 JPCのような協議制
は， われわれの産業組織の恒久的特徴として保持さるべきである。組織のすべての段階
に，労働組合が直接的に代表を送る協議会を作ることによって，その産業の管理と経営に
ついての労働組合の見解が表明されなければならない，と。
このような戦時の雰囲気を反映して， 1940年代にはさまざまの‘生産委員会',. 協力委員
会・..工場協議会', と類似の機関が設立され，再構成された。戦争の危機とその後の再建
に直面して，最大の生産と能率を確保し，労働者の定着と協力を助長する必要性が，参加
の思想となったのである丸
5)イギリスの労働組合の間には，労働者が自分達の賃金や労働条件の決定に対してのみ
ならず， 自分達が雇用されている産業の経営や節理にある程度参加することに賛成す
る長い伝統がある。
また経営者の中には，産業革命以来この方，経営者と労働者の関係を正当化し，そ
の関係改善の方策を示すような道徳的原理を探求した者がいた。 RobertOwen以来，
若干の経営者の思想的伝統が， Whitley委員会が勧告した JointIndustrial Council 
に反映されている。
また workers'controlの思想は，第一次世界大戦の勃発以降，戦闘的な労働運動
家の間に，多くの支持者を見出した。サウス・ウェールズの坑夫達は， 1912年， The
Miners'Next stopを発刊したが，これは鉱山が坑夫によって管理さるべきである，
という思想を表明したものである。戦闘的な労働組合が経営者の一方的な管理から経
営の特権の一部あるいはその多くを奪いとるべきだとする workers'controlの思想
は，フランスで流行した syndicalismの影響を受けている。第一次大戦後，労働者
の一部は革命的な熱意にあふれていたけれども，二つの事件が syndicalist的方法に
致命的打撃を与えた。それは， 1921年の三重同盟 (TheTriple Alliance)の崩壊と
1929年のゼネストの失敗であった。またさらにそれより重大なことは，経済の不況と
それによる大彙失業によって，その芽は摘みとられてしまった。
その後，イギ））スの労働組合は，産業の管理に対する新しい方法を採用した。産業
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1945年7月26日，日本の降伏を間近に控えて，総選挙の結果，労働党のクレメント・ア
トリーが組閣の大命を拝受した。組閣後の議会で労働党は，その公約にもとづき， 1926年
のゼネ・スト後に保守党によって報復的に制定された「労働争議及労働組合法」を廃止す
る法案を出して， 1946年に可決せしめた。これにより， 1913年の法律が自動的に復活し，
公務員組合の労働組合会議参加が可能となり， また組合員の政党への政治資金の献金も
contract out, すなわち，異議の意思表示したものを除き全員が政治献金をする制度に復
帰した。 1951年までに労働党政権は，同党内で合意を得でいた政策革新のリストを全くな
し遂げた。労働党がその公約の実現のために第一に取りあげたのはイングランド銀行の国
有化である。アトリー内閣がその任期中に公有化した産業は，海外電気通信，民間航空，
石炭，ガス，電力，国内運輸及び鉄鋼業である。
1946年7月議会を通過し翌年1月から実施された石炭鉱業国有化法は， (1)被用者の安
全，健康，福祉にかんする問題， (2)諸作業の運営および相互に利害関係のあるその他の事
項，について組合と協議するための労使合同の機関を設置し維持する法律上の義務を課し
ている。その後の国有化法にも同様の規定があった。協議制が，職場，地方および全国レ
ベルで設置されている。
1948年労働省（現在は雇用省）がおこなった調査によると， 54の主要産業における全国
交渉機関のうち， そのメンバーに対し合同委員会の設置を勧告するこ とに同意したもの
26, 現存機関をもって十分としたもの8,同事項は地方の措置に委ぬべきである，とした
• の17,結論に達しなかったもの3, となっている丸
しかしこのころまでに Whitl~y 委員会の原則に若干の修正が行われている。工場，事
業レベルの shopstewards委員会は，誕生して半世紀，第一次世界大戦中を除いて有意
義な役割を演じなかったが，第二次世界大戦後のインフレと企業規模の増大，という条件
の下， その力と影響力をもって戦後イギリスの団体交渉の性格を変えたのである。 shop
平和と使用者との協働は望ましいものとして次第に受け入れられた。労働組合は，産
業の能率と繁栄は彼等の直接的な関心事であることを宣言し，責任ある協働者として
経営における発言権を増大しようとする要求を掲げるようになった。アラン・フラン
ダースによれば workers'controlの思想は完全に放棄されたのではなく，異なる条
件に，すなわち，もはや階級闘争の原理と結びついたものではなく，現在の経済秩序
の中において労働組合が責任を受け入れることによって， workers'controlの要求
は，より現実的な立場に立って行なわれるようになったのである。アラン・フランダ
ース前掲書参照。
6) Clegg, ibid., p. 190. 
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stewardsによる非公認ストライキは主として賃金の改善に対する要求について発生した
が，使用者が新しい機械や新しい生産方法を導入しようとした時にもしばしば発生した。
その結果，職場代表の二つの制度が広く認識されるようになった。一つは，一般的に shop
stewardsによる団体交渉，他の一つは組合たると否とにかかわらず全従業員が投票しう
る選挙による協議制である。ほとんどの国有産業にはこの二つの制度があった。協議制は
団体協約によるものである。問題の範囲が狭＜，時間外労働の量と配分，機械への人員配
置，雇用と解雇， 作業と速度等は，一般に協議問題とみなされ， shopstewardsがそう
した問題を統制する場合，彼等は公認の交渉手続きによってではなく，慣行によって統制
した。いいかえれば，本来の Whitleyの原理は，職場交渉が認められた現実にありなが
ら，その有効な機構の発展を阻げたのである。
戦後の第一次労働党政府の崩壊 (1951年）以後，労使協議制は衰退していった。
shop stewardsは労使協議制を団体交渉の代用品として受け入れることを拒否した。
組合組織のある企業に協議委員会が存続した場合，それらは大部分，非公式の交渉の場に
なった。新しい生産方法の導入は協議制の議題であるが，生産方法の変更にともない賃
金率も変更せざるをえない場合には，交渉の対象となる。「生産性交渉」 (productivity
bargaining)の名で知られるようになった生産性向上のための労使協力の新しい方法の
最初の協約は，エッソ石油のフォーレイ精製工場で締結された。これは， AllanFlanders 
が indusrialdemocracyの実験と称したものである”。 ここでは，賃金その他の労働諸
条件の引上げと引き換えに，労働ないし資本の有効利用をもたらす目的で，さまざまの労
働慣行の変更を規定する協約の交渉を行なうことに重点がおかれている。とくに，同協約
は，賃率を40彩引上げ，週労働時間を2時間短縮して40時間とし労働時間の18彩におよん
でいた残業を大幅にカットしたが，熟練エが根づかせていた労働慣行；＇仕事の縄張り (job
demarcation)を緩和し，職務間配職を容易にした点で注目されたものである。これにな
らって多くの協約ができた。労働力の増加を伴わず時間外労働を削減し，職務間の流動性
を増加したのが，この種の協約のほとんどにおける顕著な特徴であった。 1965年以降は，
政府の所得政策が生産性協約に強い刺激を与えたのである。
7) Allan Flanders, Ruth Pomeranz & John Woodward, E砂erimentin Industrial 
Democracy…A Study of the John Lewis Partnership…(Faber and Faber, 
1968)は，詳細にこれを報告したものである。わが国では，熊沢誠「国家の中の国家』
（日本評論社， 1976年） p. 110~150は， 1960年のフォーレー協約以降の生産性協約の
発展と傾向を分析している。
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近年のイギリスにおいては，職場組織の成長が顕著である丸
まず第一に， shopstewardsの数が増加した。1970年代に5万人以上増加し，イギリス
産業全体で総数30万になったものと思われる。専従の shopstewardsの数も増加した。
1967年の RoyalCommissionの調査時に1,000人であったものが， 1977年には5,000人
になっている。 shopstewards委員会は一層，工場交渉の有力な手段となった。工場レ
ベルでのより秩序あり組織的な交渉というかつての RoyalCommissionの希望が，大企
業である程度，達成されたのである。
これは，民間産業において shopstewardsが労働組合による外からの援助なしにその
役割を果しうるより経験ありかつ専門的な労働者代表となりつつあることを示している。
しかし，民間産業に比べて団体交渉がより集中化されている公共部門では，いぜん組合役
員の力量に依存する度合いが大きい。
イギリスの shopstewards委員会は，日本の企業別組合のようなまとまりはもってい
ない。ホワイトカラーの stewardsが現場労働者と別の委員会をつくるのが普通であっ
て，委員会が全従業員を代表するものとなることは稀である。また，熟練職種を代表する
,・stewardsと不熟練労働者を代表する stewardsとの間にしばしば利害の対立が生ずる。
イギリスの企業にいくつもの組合が入りこんでいることは，工場労働関係を整然たるもの
にするのに障害になっている。
工場どベルでの交渉が行われるようになったことが，労働組合および使用者団体の役割
にかなりの影響を与えている。産業レベルでの交渉は引続き行われているものの，協約
は事実上，最低の賃率と雇用条件を定めるものとなり， ほとんどの企業がフォロー｀する・
patternではなく，その役割は時々最低賃率を引上げることによってむしろ工場レベルで
の協約によって樹立された傾向をフォローするものとなっている。産業別使用者団体は今
や主として，新しい法律についてそのメンバーの利害を代表しこの分野の情報を提供する
ものとなっている。
工場レベルでの交渉の発展は，複数の工場をもつ企業で，より重要になりつつある問題
を生じている。工場レベルでの shopstewards委員会が正常な型となったけれども，全
体としての企業レベルでの shopste~ards 委員会の発展がおくれている。さらに企業レ
ベルでの交渉の発展は，組合にとっても問題を生ぜしめている，というのは，組合間のカ
8) B. C. Roberts, United Kingdom, Towards Industrial Democracy…Europe, 
Japan and t加 UnitedStates•··edited by Benjamin C. Roberts,・(Croom Helm, 
London, 1979) pp. 170~72. 
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のバランスが工場によって異なるからである。したがって使用者が企業別交渉を行おうと
しても，多くの障害につき当るのである。
企業の種々の工場で行われる活動が，企業別協約を事実上不可能にするほど差異ある場
合が多い。自動車会社の場合，同一の生産物ないしは共通の生産物に用いられる部品を作
っているから，斉一の企業別協約が生れる素地がある。工場によって賃金率や雇用条件に
差異があれば，同一賃金の要求となるのである。
この問題の顕著な事例が， BritishLeyland自動車会社である。・会社側は， 34の工場で
作られた年の異なる58の別々の協約を，一つの企業別協約にまとめあげようとした。この
方針は，各工場について協約を一つにすること以上に準備をしていなかった最大の組合を
除く全組合に受け入れられた。長くきびしい交渉の後，従業員の大多数が，会社の単一交
渉単位の制度を採択したが，これは交渉の改革の他に，賃金と付加給付のかなりの改善を
行なうことによってやっと達成された。単一の協約への最初の手段は，現在多くある協約
の日付を共通にすることである。 これによって，熟練・未熟練の賃金格差要求その他を
一本の協約にまとめる道をひらこうとしたのである。この B,:itishLeylandの34工場
86,000人の賃金労働者と対象をする包括的な協約は， 1組合と 5カ月にわたる交渉のす
ぇ， 1979年1月に成立をみた。不熟練労働者・熟練労働者の五つの等級別賃金構造，生産
奨励給，作業方法，内容等にわたり，かなり詳細で，アメリカの労働協約に近いものにな
っている9)0 
自動車会社ではすでに Fordに先例があるが，この種の企業別交渉・協約は今後のイギ
リスでさらに進展をみるだろう。
小論「経営参加論考」 (1)に紹介した J.Schregleの論文によれば，このような企業レベ
ルの団体交渉は，経営参加の第一の方法である。
イギリスの労使関係制度は， 1970年，弱体化した労働党が総選挙に敗れ，保守党政府が
返り咲くまでは，世界のどの国のそれよりも法的に規制されることの少ない，すなわち，
voluntaryなものであった。その制度の中心的な特徴は，・賃金・俸給および主要な雇用条
件が，労働組合と使用者間の団体交渉によって決められる，ということである。
国家が次第に大きな役割を演ずるようになったけれども，・団体交渉過程を通じて組合と
使用者との間に合意をみた手続きに事実上なんの影響力を及ぼすことはなかったし，実質
9) BL Cars-Bargaining, Pay and Productivity Package, Industrial Relations 
Review and Report, No. 222 April 1980 pp. 2~7. 
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的な雇用諸条件にほとんど国家は効果を与えなかったのである。組合が承認を確保し交渉
するために国家からほとんど積極的な助力を受けなかったし，使用者は組合と交渉に入る
のを拒絶するのも自由であった。交渉は本質的に使用者に交渉に入らせるようにする組合
の力いかんにあった。そして成立した団体協約の遵守は，両当事者の意思以外に他の拘束
力はない。イギリスでは， アメリカにみられるような排他的管轄権の概念は生れなかっ
た。イギリスの組合がすすんで受け入れたのは，他の組合がすでに承認されている交渉単
位内に，労働者の組織化をはじめるべきではない，ということであった。
しかしさきに労働党政府は， 1965年に任命した RoyalCommission on Trade Unions 
and Employers'Association (通称 Donovan委員会）の報告（これは現実に発展して
いる職場交渉と労働組合による団体交渉の二重の仕組みにイギリスの労使関係制度が機能
障害的症状を来していること，イギリスの労使関係の伝統的な型が破綻しはじめているこ
とを明らかにした）をもとにして，ひとつの規制案をつくりあげていた。これは労働組合
にいくつかの義務を負わせるものであった。
保守党政府は1971年，この規制案のなかのいくつかの条項をさらに強化した Industrial
Relations Actを成立せしめた。同法は， (1)労使団体の登録の義務化， (2)交渉単位制の尊
入， (3)労働協約に対する法的拘束力の付与， (4)「公正労働制度」 (unfairlabour practice) 
制度の導入， (5)不公正解雇 (unfairdismissal)の救済， (6)クローズド・ショップ (pre-
entry closed shop)の原則的禁止， (7)争議行為に対する緊急手続条項の導入—凍結命
令，強制投票などを定め，国民経済に重大な影響を与える非公認・公認ストを規制し，労
使関係に対する法の介入を積極的におしすすめた。同法は，イギリス労使関係の過去ー一
voluntarism-—との思想的断絶を意味するものであったのである 10)。同法による登録を
労働組合が行なった場合，組合にある利益は与えるが，組合が協約に違反してストライキ
を行なった場合，組合に損害賠償責任を課することによって，この法律は団体交渉をより
秩序あるものにしようとした。このような立法の登場は労働組合にとって大きな衝撃であ
った。労働組合会議 (TUC)は直ちに，反対を表明，同法の定める労働組合の登録手続
などに非協力策で対抗した。
結局，同法は，労働党が政権に復帰した1974年，新たな立法TradeUnion and Labour 
Relations Actの制定によって1971年法の組合登録制度， 労使紛争を裁定する全国裁判
10) A. W. J.Thomson & S. R. Engieman, The Industrial Relations Act~ A Review 
and Analysis ~ Glasgow Social & Economic Research Studies 2, Martin 
Robertson & Co. Ltd., 1975, p. 2. 
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所，労働協約の法的拘束力，クローズド・ショップ禁止など，介入主義にもとづく主要な
規定が廃止（ただし，組合活動を理由とする解雇は「不公正解雇」として残された）さ
れ，実質的に1971年法以前の体制に復帰した（現行法である TradeUnion. and Labour 
Relations Act of 1976は1974年法を修正したものである）。また EmploymentProtec-
tion Act of 1975は，労働関係の改善・促進のための機関として Advisory,Concilia-
tion and Arbitration Serviceを新設した。また保障給 guaranteepayments, 療養休
職者の週給保障，出産手当 maternitypay, 組合活動，再就職訓練，求職活動のための
休暇 timeoff権等を被用者に保障した11)。
Trade Union and Labour Relations Actは，労働党政府の労働政策プログラムの
第一段階であり， EmploymentProtection Actはその第二段階である。そして労働党
政府は第三段階である industrialdemocracyの確立に向ったものである。
1974年の総選挙を通じて労働党と労働組合会議との関係はより緊密なものになった。労
働党は労働組合に非難されるような法律を撤回することによって労働組合会議の要望にこ
たえ，労働組合は賃上げ要求額を極力制限することを約束した。これがいわゆる「社会契
約」 socialcontract・ とよばれるものである。 この政策に使用者に参加しなかった。労働
党と労働組合会議の約束であった。
11)イギリスの労使関係の法律には，歴史的にその時点において必要なかぎりでの最小限
の制定法をその都度定めていこうとする考え方がみられる。またイギリスでは一般に
いわれるように判例法主義であって，制定法はその補助的地位におかれている。しか
し，議会はその都度，その判例内容を修正した立法を制定して来たし，労働組合もそ
れを支持して来た。 1871年労働組合法， 1875年共謀罪及財産保護法， 1906年労働争鏃
法がこれである。それぞれ最小限の団結権，争厳権を定めている。
しかし， 1970年代に入って保守党政権下で IndustrialRelations Act, 労働党政権
下で上記の法律の他， EmploymentProtection (Consolidation) Act 1978が成立
し， RedundancyPayment Act 1965を吸収している。さらに1979年5月総選挙で保
守党が政権に復帰するや， 保守党が選挙で公約した諸点をもりこんだ Employment
Billを1979年12月下院に提出，同法案は下院の第三読会にかけられるに至っている。
(Industrial Relations Review and Report No. 224 May 1980)一ー同法案の内容に
ついては，安枝英紳「イギリス1980年雇用法案」「季刊労働法』 115号1980年春季号参
照――-。 1970年代以降，イギリスの労使関係にかんする制定法の変化はめざましい。
イギリス労使関係の問題点を明らかにした1968年の Donovanレポートがその出発点
をなしていたといえる。
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社会契約一年目の1974年は具体的なガイドラインを示さずに，質上げは生活水準を維持
する範囲内にとどめることをその内容としたが，各労組の高額賃上げがあいついで，失敗
に終った。そこで1975年からは政府と組合との合意にもとづく事実上の強制的賃上げ規制
が実施されるようになった。 1975年の場合は一律週6ボンドが賃上げの限度， 76年度は所
得階層別に一律2~4.5ボンド（平均4.5彩増）を限度とした。
労働組合は，全体として社会契約による賃金抑制やむなしとの空気が強かった。この年
の6月のTUC臨時大会でこの政策は支持されている。政府は賃上げ規制と引き替えに大
幅な減税を提案，物価上昇率を5彩に抑えることができるはずであった；しかし，物価は
政府の所期の目的のようにならず，インフレ率はかえって上昇した。ボンドの大幅の低落
が輸入品の価格を引上げ，労働者の生活水準の低下と失業者数の増加となってあらわれた
のである。政府の経済政策に対して職場レベルで労働者の反発が広がった。
2年間にわたる社会契約をさらに継続することについて各労働組合が強く反対したた
め， 77年8月以降については，政府は，年間の所得・賃金の伸びは10彩以内が望ましいと
のガイド・ラインを労働組合の同意を得られぬままに表明するにとどまった。ただし，賃
金引上げの再交渉は最低12カ月を経なければ行なわないこと一一thetwelve-month rule 
—については，｀ナショナルセンターであるTUCはそれを支持する旨の決定を行なっ
た。
この賃金抑制は組合に対して法律をもって政府が強制したものではない。政府は使用者
に対して，補助金や政府契約の打切りといった手段でもって，ガイドラインをこえる賃上
げに応じないよう圧力をかけたのである。
B. C. Robertsによれば，この政府の政策の意義は， 物価上昇率を抑えるために賃上率
を抑えようとしたところにあるのではなく，これが行われた方法にある12)。法律にょらな
い賃金政策は，政府の定める最高のレベル以上に要求を行ない妥結を交渉する自由を含む
ところの voluntarismの利益をもつべきだとyヽう組合の要求と一致するものであったの
である。
要するに， TUCの真意は，労働党と労組間の相互協定という社会契約の大枠を維持し
っっ，自主的賃金抑制を前提とする自由団体交渉制度を要求することである。．しかし完全
な自由団体交渉方式に復帰すれば，爆発的な賃上げをもたらしインフレを加速化する。政
府の最優先目標は何といっても「インフレの収束」であり，そのためには賃上げ抑制をつ
づけなければならぬ。使用者の要求拒否を確保するために法的にぱ疑わしい圧力を使用者
12) B. C. Roberts, op. cit., p. 174. 
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にかけて賃金法定の直接的な法的統制を避けることである。雇用を拡大し，経済成長を高
め，かっインフレに入ることなく団体交渉をもつことが可能かどうかの基本的な問題につ
いての討論は末解決のままで，第三次賃金抑制に入っていったのであって，問題ははじめ
から複雑化する要因をはらんでいたのである。労働組合の間ではあちこちで不満が増大
し，労働党の支持率も下降の一途を辿っていった。 1979年5月，労働党に代った保守党政
権下，社会契約は終止することになるのである13)。
労働党政府の下で， industrialdemocracy14>・ の拡大への動きは，一つのブームであっ
た。
TUCが1974年に iμdustrialdemocracyの考え方を打ち出した15),のを受けで労働
13)筆者は， 1978年9月から 79年1月までイギリスにいたが，この時は第4次の social
contract下にあり，政府のguidelineである 596にそった使用者側提案に労働組合
がいっせいに反発していた。空港の管制官のストライキで空港が大混乱したり，電力
労組の停電ストで盛り場の電気が一斉に消えたり，消防夫が消防署にヒ°ケを張って，
消防自動車を出さないようにしているのをみたりした（火事になると，陸軍が古い消
防自動車を出して消火に当った）。 78年1月に，消防夫の 2296,配管士 3096,英国フ
オード社17彩など政府のガイド・ラインを大きく超える引上げ率で妥結している。
14) "fndustriat Democracy . European Experience…Two reports prepared for 
珈 IndustrialDemocracy Committee, by Eric Batstone and P L Davies (London 
HMSO 1976) p. 10によれば， industrialdemocracyの用語は，政治の分野におけ
るdemocracyと同じ参政権の一形態を含意する。いいかえればこの言葉の厳格な使
用は，産業における“政府”を変更し，あるいは直接的に経営決定に参加する労働者
の能力も含意することになる。この言葉は，イギリスにおいて，長い伝統をもつが，
そのもつ意味は，その時期の，思想・イデオロギー・資本と労働との間の新しい形と
水準に適応を要求する圧力を反映している。
15) このとき TUC では， participation については，意見が二つに分れていた。• 一方の
多数は， ドイツモデルにあるような重役会への労働組合代表の参加に賛成である。し
かし他方の多数ー一左派社会主義者，コミュニスト，最も伝統的な右派，それら三者
の合体ーーは，この導入に反対した。実際には，二つの相反する決議が大会で出され
た。このときの一方の多数案は，従業員2,000人以上の企業において，取締役の半数
を労働組合が指名する。そして他の半数を株主が指名する，という同数方式である:0
多数派のねらったのは，要するに重役会の席で対策の交渉をやりたいということで，
報告の多数派意見となってあらわれている。
多数派報告は TUCの態度が以前と反対になったことを示している。イギリスが．
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党政府は1975年12月， Oxford大学の SirAlan Bullockを議長とする委員会を設置同委
員会の，多数派報告と三人の使用者を含む少数派報告を併記した報告書が1977年1月，議
会に勧告された16)0 
その主な内容は， (1)経営の意思決定機関としての取締役会に労働者代表を参加させる。
重役会は西ドイツ式の二階層構成をとらない。西ドイツの監査役会は年数回の会議にすぎ
ず，実際には取締役会の経営実践を事後承認するにすぎないのであって，企経営の政策の
立案，決定，決定に労働者重役を参加させようとずる「industrialdem?cracyの拡大」
の基調に反する，として取締役会の一階層制によることとしている（監査役会のないこと
はTUC総評議会の多数派報告と違っている）。この場合，取締役会は，株主代表及び労
働組合それぞれ同数と両者によって選任される第三者（労使代表より少数とする）とで構
成される「2X+Y」方式を提唱している17)。「労働者の経営意思決定に影響を与える集
の機会をもって取締役会に臨むことが最大の重要性をもっている」からである。 (2m1111~­
合代表は，その企業の従業員でなければならず，重役となっても役員報酬は受けない。一
方，株主代表にはその企業の会長または社長等を含むものとし，第三者グループからは取
締役会の議長を選出する。労働組合代表の選出には，当諸企業の労働組合が合同代表委員
会を結成し，選出業務を行なうことになっている。 (3)取締役会は従業員，株主の利害を尊
重する義務を負い，企業の解散，定款の変更，配当の決定，資本の変更，経営者の任命な
どにかんする権限を存する。 (4)以上のような取締役会の設置は，従業員2.000人以上の民
間企業を対象とする。
1972年にヨーロッパ共同体に加盟し， ECの委員会の半数を労働者代表にする草察を
発表して以降， TUCの変化が生じたのである。 TUC総評議会はイギリスでこの方
向の立法は将来不可避であり，その対応を考えなければならない，とした。重役会に
労働者代表を送りこむことに賛成ではなかったが，これを完全に無視することは政治
的に賢明でない，と思われた。その結果が，労働党政府が呑みそうもない一労使協
議制は徹底的にしりぞけ，監査役会の半数に労働代表の席を，かつ労働代表は組合か
ら選ばるべきことを要求した一ーはるかに急進的な提案が多数派 reportとなったの
である。
16) DEPART血如T.OF TRADE, Report of the Committee of E匹uiryon Industrial 
Dem。cracy,(London HMSO Cmnd. 6706 Dec. 1976). 
17)このYの部分が1974年のTUCのReportと異なる点である。このプ・ラスアルフアは
それぞれ労使が合意して選ぶと．いう形をとっている。
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以上の内容については，保守党，英国産業連盟 (CBI), 大企業などを中心に強い反
対意見が生じた。 また Bullock委員会の中にも使用者代表や学識経験者代表の中に反対
を主張するものがみられ， これが少数派意見として報告書にそえられている。その内容
は， (1窟営参加にかんする方法は，企業経営の効率化をはかること，役員は株主と従業員
に対して等しく責任を負うこと，自分の労働に直接関係する事項に参画したいと考える従
業員の志向が満足させられること，の三点を目的とすべきである。 (2窟灌~参加は従業員全
体と基盤として実現すべきものであり労働組合員中心の経営参加であってはならない， (3)
経営組織としては，労働者の参加する監査役会と参加しない取締役会の二階層構成をとる
ことが望ましく，報告にのべられたように単一の役員会では，すべての経営政策がそこに
集中する結果，事項によっては従業員代表の貢献がまった＜期待できないか，団体交渉と
利害が対立する場合も予想される， (4)役員会の構成は，株主代表を三分の二，従業員代表・
（勤続十年以上）を三分の一，とし，両者で，現場労働者，職員，管理職員各一人以上を
含む第三グループの役員を選出する。 (5)以上のような措置には三年間の試行期間をおく，
などである。
労働党政府は1978年5月「IndustrialDemocracyにかんする白書」18)を発表した。
この白書は冒頭において， industrialdemocracyはもはや ifの問題ではなく when
and howの問題である。その目的は，経営者と労働者との defensiveco-existenceよ
りむしろ positivepartnershipにある，「政府の方針はあれでなければこれと手段の選
択を迫る弾力性のない立法を回避することにある」といい，取締役会の構成を， Bullock 
委員会の「2,X+Y」ではなく，代表制・選出手続その他を企業毎に自主的に交渉された
措置を通じて進めることを提案している。
ェコノミスト誌は19), 政府の提案は Bullock報告書からみればかなりの後退である。
しかし Bullock報告には三つの基本的な誤まりがある。その一っは，普遍的な参加方式
をイギリス産業に課したこと，その二は，労働組合代表を株主と全く同数にしたこと，そ
の三は非組合員の権利に留意していないこと，である。白書の提案は，この三つの点にお
いて明らかに改善を示している。これは受け入れられる妥協である。使用者側も極端な反
対意見から後退すべきである，と説いている。
このような動きに対応して， 1978年1月1日からイギリス郵便公社においてindustrial
18) Industrial Democracy, May 1978(Cmnd. 7231 HMSO) p. 1. 
19) The Economist, May 27, 1978, pp. 77~8. 
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democracyの実験が開始された20)。向こう二年間を試行期間とし，その後労使が共同で
暉討ることになっていた。
公社理事会は労使七人の代表と五人の外部からの非常勤理事によって構成される2X+
Y方式である。労働側の理事は，郵便労組協議会を構成する五組合から選出され，使用者
側と同じ資格ともつ専従の役員である。
理事会は基本政策決定の場であり，その実施は各事業本部を通じて行われる。組合は，
参加は政策決定への参加であって，政策の実施は団体交渉事項となる，伝統的な労働組合
の機能，すなわち，団体交渉の機能に反しない形での経営参加である，という。
これは西ドイツの経営参加に批判的な立場をとって来たイギリス労働組合の，官公部門
において行われた一つの実験であった。
労働党政権下， Bullock報告， IndustrialDemocracy白書と，ー一見，残された問題
は，実施の細目のみであるようにみえた。しかし， industrialdemocracyは何も解決さ
れず，何も進展していなかったのである。労働組合は industrialdmocracyを事業所と
重役会の双方における団体交渉の延長とみなしていたし，使用者側は，公式・非公式に存
在していた労使協議制の型の延長とみなしていた。両者の合意は，実験にあったにすぎな
い。
しかし郵便公社の実験は，試行期限の期限である1979年12月に，公社当局は理事会の労
働理事の再任命を行わぬことを発表し，終止符が打たれた21)0 
Warwick大学の IndstrialRelations Unitは，この郵便公社の industrialdemo-
cracyのもつ問題点をいくつかあげている。
労働組合が意思決定に参加したため，決定，その実施に時間がより多くかかるようにな
った。労使関係はより良好にならず， （一つには政府の賃金抑制策のためであるが）より
険悪なものとなった。さらに一ーこれが決定的なことである一ー諸問題と解決の経営者側
の説明が広く労働者間に受け入れられた何の証拠もなかった。労働理事が理事会のテープ
ルを団体交渉のテープルとしているという経営者側の不満がより一般的なのとなった．と
いうのである。
イギリスには西ドイツにみられるような労働者重役がすすみえない基本的な要因があ
20)ノーマン・スタッグ「最近のイギリスにおける産業民主主義ー一郵電公社の場合―-J
『日本労働協会雑誌」 1978年8月号63~9ペー ジ。
21) The Economist, Dec. 1979, p. 83. 
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る，と思われる。
第二次世界大戦後の西ドイツの労働組合は整然たる産業別組合に組織されている（その
数16,組合員800万人）。これに対しTUC加盟組合数110,組合員数1,200万人，その構造
・規模において多様である。イギリスのほとんどの大企業にはその重役の数より多い労働
組合が入りこんでいる。西ドイツでは，経営協議会が全従業員を代表し経営者とすべての
重要な問題を定時に討議する仕組みになっているが，イギリスの shopstewards委員会
には到底このようなまとまりはみられない。従業員中の大組合の組合員が労働者重役の席
をとることになろうが，少数利益は無視され紛争の種となる可能性をもっている。
法的構造も異なっている。西ドイツでは，クローズド・ショップは違法であり，団体協
約は法的拘束力があり，その解決にかんする争いを審理する強力で効果的な労働裁判所が
ある。ストライキは組合執行部により承認された上で，関係労組員の75%以上が秘密投票
で賛成した後でなければならない。 これに対しイギリスの労使関係は基本的に今日もなお
voluntaryなものである。
1979年5月に，保守党が労働党と政権を交代して以降， industrialdemocracyの進展
はみられない。しかし，今日，イギリス経済が直面している多くの困難があり，問題の解
決は労働者および労働組合の同意ないし協力なくしては達成されない。 industrialdemo-
cracyに如何にとりくむかは，保守党政府にとっても重大な課題なのである22)。
22) 1980年の5月23日（東京）， 26日（大阪）でのサセックス大学ドーア教授の講演はこ
の点を示唆して興味深い。ドーア教授は，イギリスと日本と比較すると， とくに労働
者意識，上下関係で違いがある。日本の管理者に対する信頼感は高い。イギリスの湯
合，労働者の上司に対する不信感を解消していくた・めにも，企業の民主化を図らなけ
ればならない， という。・「大企業と民主主義一一咲ケ務管理の国際比較の視点から-―ー」
（『週刊労働ニュース」昭和55年6月2日号）参照。
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